
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

1,087

0.1

▲ 2

支援単価の拡充

重要政策推進枠　471百万円

1,368

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

研究と出産・育児等のライフイベントとの両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に推進するダイバーシティ実現に向けた大学等の取組を支援する。ま
た調査分析結果等を踏まえ、事業改善すべき点があれば適宜新たな型を導入しすることで施策をより効果的に実施している。
牽引型（複数の機関が連携し、地域や分野における女性研究者の活躍を牽引する取組に対する支援）：平成28年度～
先端型（女性研究者の海外派遣等を通じた上位職登用の一層の推進等の取組に対する支援）：平成30年度～
特性対応型（分野や機関の研究特性や課題等に対応し、研究効率の向上を図りつつ、女性研究者の活躍を促進する取組に対する支援）：令和２年度～
女性リーダー育成型（上位職への女性研究者の登用を推進するため、挑戦的・野心的な数値目標を掲げる大学等の優れた取組に対する支援）：令和４年度～
調査分析（女性研究者の活躍促進に資する海外の優れた取組に関する調査分析に対する支援）：令和元年度～

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 546 768 710

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,014 1,026 1,037 1,087

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 1,014 1,026 1,037 1,087 1,368

- - -

補助対象：国公私立大学、国立研究開発法人等
補助上限額：（牽引型・先端型・特性対応型）40百万円程度/年・件、（調査分析）25百万円程度/年・件、（女性リーダー育成型）上限70百万円程度/年・件

平成27年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0233

文部科学省

政策 8 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

事業の目的
（5行程度以内）

研究者コミュニティの持続可能性を確保するとともに、多様な視点や優れた発想を取り入れ科学技術イノベーションを活性化していくため、女性研究者が出産、育児等のライフイベ
ントにかかわらず研究を継続できる環境の整備や、上位職への登用の促進を行うことで、女性研究者の活躍促進を図る。

人材政策課 人材政策課長　生田知子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

・新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画～人・技術・スタートアップ
への投資の実現～フォローアップ（令和4年6月閣議決定）
・統合イノベーション戦略2022（令和4年6月閣議決定）
・第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月閣議決定）

事業名 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 8-1　科学技術・イノベーションを担う人材力の強化

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-000024706-
03.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/lifeevent/1418878.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,087

1,366

68%

0.1

執行率（％）
=(G)/(F)

54% 75% 68%

研究振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
54%

主な増減理由（・要望額・予備費）

75%

令和6年度要求

(目)

(目)

0.9

　

　

　

(目)

0.5 0.5

0

0.9

科学技術人材育成費補助金

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

その他

1,368

日本においては、女性研究者が出産、育児等のライフイベントと研究活動を両立できる環境の不足等の課題（※１）があり、女性研究者割合が諸外国と比較すると低い水準（女性
研究者の割合は英国：39.0%、米国:33.9%、フランス:28.3%、ドイツ:28.1%、韓国:21.4%、日本:17.5%）にあり（※２）、特に上位職に占める女性研究者の割合が低い状況（大学における職
位別の女性教員の在籍割合：講師33.4%、准教授26.1%、教授18.3%、副学長14.8%、学長13.2%）となっている。（※３）
（※１）科学技術の状況に係る総合的意識調査2022（NISTEP）のうち、「女性研究者が活躍するためのライフステージに応じた支援等」の指数は4.1（「十分ではないとの認識」）
（※２）出典：「科学技術研究調査報告」（日本）、 　「Main Science and Technology Indicators」（英国、韓国、フランス、ドイツ）、 　「Science and Engineering Indicators」（米国）
（※３）出典：「学校基本調査」（令和３年度）

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

99.1

-

-26 23

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

本事業においては、大学全体における上位職の女性研究者増加により、女性研究者全体の活躍が促進され、社会全体において女性研究者の割合が上昇するこ
とを目指しており、研究者全体における女性割合の状況を踏まえ、必要に応じ事業の制度設計の変更を行うなど改善方策の検討を行うことを想定している。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

18.2 18.7

22.8

目標値 ％ 20.1

106 99.1

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

採択機関において女性研究者の活躍促進を図る取組が推進されることにより、採択機関における女性研究者の割合が増加することを想定しており、採択機関に
おける女性研究者の割合に関する状況を踏まえ、必要に応じ中間評価等において各機関に取組の改善を求めるなど、事業の改善方策の検討を行うことを想定し
ている。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

26

令和2年度 令和3年度 令和4年度
7 年度

22.8

23

目標年度

4

本事業においては、採択機関における女性研究者の上位職登用促進に係る好事例についての認知度が高まることにより、採択機関以外も含めた大学全体にお
いて女性研究者の上位職登用に関する取組が促進され、大学全体における上位職の女性研究者の割合が増加することを目指しており、大学研究者の上位職に
占める女性の割合の変化を踏まえ、必要に応じ事業の制度設計の変更を行うなど、改善方策の検討を行うことを想定している。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果実績：本事業の採択機関による年次報告等
目標値：総務省「科学技術研究調査」

令和2年度 令和3年度

95

17.7

7

定量的な成果指標

大学研究者の上位職における女性の
割合が上昇する。

目標値 ％ 18.7 19.8

年度

研究者全体に占める女性の割合が上
昇する。

研究者全体に占める女性の
割合

達成度

単位 令和2年度

99.1

100.2 97.2 94.4

大学本務教員の教授等（学
長、副学長、教授）のうち女性
の人数/大学本務教員の教授
等の人数

成果実績 ％ 17.7

目標最終年度

令和  

達成度 ％

23

↓

活動内容①
（アクティビティ）

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ
の支援件数が当初見込みの９割を上回る。

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティ
ブの支援件数
※当初見込み:予算積算上の継続支援件
数と新規採択予定件数の合計

活動実績

年度

21.5 23

定量的な成果指標 単位

件 25

目標年度
令和4年度

22

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

19

活動目標 活動指標

26

達成度 ％

-

↓

ダイバーシティ研究環境実現イニシア
ティブにおいて採択機関に在籍する研
究者のうち女性の割合が、令和4年度
までに23％を上回る。

支援対象機関に在籍する女性研
究者の合計人数/支援対象機関
に在籍する研究者の合計人数

成果実績 ％ 20.7 22.8

103

女性研究者の活躍促進を図るため、出産・育児等のライフイベントにかかわらず研究を継続できる環境の整備や、女性研究者の上位職登用の推進に取り組む大
学等を支援する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

総務省「科学技術研究調査」
※令和元年度実績値（16.6％）と令和7年度目標値の値の差を一定の割合で増え続ける仮定で目標を設定しているが、データの性質上必ずしもこの割合で推移す
るとは限らない。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省「学校基本調査」
※全研究者に占める女性研究者割合の令和元年度の数値（16.6％）と令和7年度目標値の値の差を一定の割合で増え続ける仮定で目標を設定しているが、デー
タの性質上必ずしもこの割合で推移するとは限らない。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

23

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 17.5 17.8 -

目標値 ％ 17.7 18.7 19.8



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和5年度実施)

短期アウトカムは目標値を上回っており、事業は順調
に進捗していると評価できる。

点検結果

・短期・中期・長期アウトカムに関する指標は毎年度目標値を上回っており、事業は順調な
効果を生んでいると評価できる。
・予算の使途や執行率を踏まえ、本事業の予算は事業目的に即し真に必要なものに限定さ
れており、適切に使用されていると判断できる。

科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）

【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要な数値⽬標】（主要指標）

・⼤学教員のうち、教授等（学⻑、副学⻑、教授）に占める⼥性割合：早期に 20％、2025 年度までに23％（2020 年度時点、17.7％）

この事業は、有識者の所見を踏まえ、事業の成果を適切に測るための成果指標について工夫を行うとともに、成果目標について低い設定値となっているため、適
切な目標値を設定すべきである。また、不用額が生じた要因を分析したうえで、予算執行の実績を適切に概算要求に反映すべきである。

外部有識者の所見

事業の目的及び内容については施策目標の達成手段として適切なものとなっているが、成果指標については、事業の成果を適切に測るための工夫が必要であり、成果目標値については、低い設定値が見受けられるので、長期アウトカム指標を中心に見直しが
必要である。また、事業内容については、達成手段としてはおおむね適切であると認められるものの、実施方法等については、工夫が必要である。なお、連続して不用額が生じていることに合理的な説明がないことから、適切に要因分析を行う必要がある。

0213

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0196

-

-

文科 20

令和2年度 文部科学省 0199

0212 0213

令和4年度 2022 文科 21

本事業は予算が適切に使用され順調に効果を生んでいるものと評価できるため、引き続き事業を着実に推進する。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20 2021

令和元年度

平成28年度 新28-0012 新29-0024 196 197

平成29年度 205

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 205

平成25年度 181

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

毎年度の成果目標については基本計画で定められた目標年度の数値から逆算した値を設定している。また、昨年度の執行状況も踏まえながら事業の運営に必要
な予算を要求している。

事業内容の一部改善

執行等改善

167169

平成30年度 205

平成23年度 28201

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 178179

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 58 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業実施費 事業を実施する上で必要となる旅費、消耗品費等 58

v

文部科学省

710百万円

A.科学技術人材育成費補助金
（ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ）

710百万円
大学等

（全28件）

我が国の科学技術を担う優れた人材を育成し、
その活躍を促進するため、理数分野に関して意
欲ある学生の能力や研究意欲をさらに高めると
ともに、博士課程学生等のキャリアパスを多様化
させる。また、高等な専門的能力を有する技術者
の認定制度を運用する。

研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研究力の向上
を通じたリーダー育成を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現に関する目標・計画を掲げ、優れた取組を体系的・
組織的に実施する大学等を選定し、重点的に支援する。

職員旅費 0.1百万円 を含む



支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -10 国立大学法人岩手大学 6400005002202
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

32 補助金等交付

-

9 学校法人麻布獣医学園 3021005002373
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

32 補助金等交付 - - -

- -

8 国立大学法人山口大学 9250005001134
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

36 補助金等交付 - -

- - -

7 国立大学法人千葉大学 2040005001905
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

38 補助金等交付 -

6
国立大学法人東京農工
大学

1012405001281
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

44 補助金等交付

-

5 国立大学法人金沢大学 2220005002604
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

49 補助金等交付 - - -

- -

4 国立大学法人東京大学 5010005007398
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

49 補助金等交付 - -

- - -

3
学校法人東京女子醫科
大学

5011105000937
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

50 補助金等交付 -

2 国立大学法人山梨大学 9090005001670
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

50 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
学校法人日本医科大学
（日本医科大学）

4010005002383
研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研
究力の向上を一体的に推進するなど、研究環境のダイ
バーシティ実現を図る取組を行う。

58 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率


